
とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金交付要綱 

 

（令和７年２月７日告示第１７号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、エネルギー価格等高騰の影響を受けている市内事業者に

対して、とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金（以下

「補助金」という。）を交付することについて必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、事業者とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第

１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者であって、別表に掲げる業種

を営むものをいう。 

（補助金の使途） 

第３条 補助金の使途は、事業活動の維持又は継続に要する費用とする。 

（交付対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）

は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 （１） 令和７年１月１日時点において次のいずれかに該当する事業者であって、

今後も事業を継続する意思があるもの 

  ア 本店、支店又は事業所が市内にある法人 

イ 本市の住民基本台帳に記録されている個人事業主 

ウ 市外に居住する者であって、市内に事業所を有するもの 

（２） 令和６年１２月２５日以前の納期限に係る市民税、固定資産税、都市計

画税、軽自動車税、国民健康保険税、法人市民税の滞納がない者 

２ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その

他の団体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若

しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に

関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者を

いう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当するものであるときは、

当該事業は、補助の対象とならない。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。） 

（２） 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令



上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）

をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認めら

れる者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える

目的で、情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴

力団員を利用する行為 

 イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを

知りながら、暴力団員又は暴力団員等が指定した者に対して行う、金

品その他の財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

 ウ 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契

約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員

であることを知りながら、当該契約を締結する行為 

（３） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

 （１） 交付対象者が前条第１項第１号ア又はイに該当する場合 １事業者につ

き５万円 

 （２） 交付対象者が前条第１項第１号ウに該当する場合 １事業者につき２万

円 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令

和７年６月３０日までにとみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援

補助金交付申請書兼請求書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

 （１） 補助金の振込先通帳の写し 

 （２） 法人の場合は、直近の法人市民税確定申告書の写し 

 （３） 個人事業主の場合は、事業を営んでいることが確認できる書類 

 （４） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定により申請があったときは、その内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、とみさと中小

企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金交付（不交付）決定通知書（別



記第２号様式）により通知し、補助金を申請者に交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第８条 市長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた者に対し

て、補助金の返還を求めるものとする。 

（書類の整備） 

第９条 申請者は、補助金に関する書類等を整備し、補助金を交付した日の属

する会計年度の翌会計年度から起算して５年間保管しなければならない。 

２ 申請者は、市長から前項の書類等の提出を求められたときは、これに応じ

なければならない。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日に限り、その効力を失う。 

別表（第２条関係） 

産業分類 

大分類Ａ 農業、林業（01農業を除く。） 

大分類Ｂ 漁業 

大分類Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 

大分類Ｄ 建設業 

大分類Ｅ 製造業 

大分類Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 

大分類Ｇ 情報通信業 

大分類Ｈ 運輸業・郵便業 

大分類Ｉ 卸売業、小売業 

大分類Ｋ 不動産業、物品賃貸業 

大分類Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 

大分類Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 

大分類Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 

大分類Ｏ 教育、学習支援 

大分類Ｐ 医療、福祉 

大分類Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（93政治・経済・文化団



体、94宗教、96外国公務を除く。） 

備考 

１ この表に掲げる用語の意義は、日本標準産業分類（令和５年総務省

告示第２５６号）の定めるところによる。 

２ この表の規定にかかわらず、性風俗関連特殊営業（風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第

２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業をいう。）を営む事業者に

ついては、交付対象者から除くものとする。 



別記 

第１号様式（第６条関係） 

とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金交付申請書兼請求書 

 

年   月   日  

富里市長          様 

 

               （申請者） 

                事業所所在地  

                法人等名称  

                代表者氏名              ㊞ 

 

 とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金交付要綱第６条の規定

により、関係書類を添えて下記のとおり補助金の交付を申請します。 

記 

企 業 名  

組 織 1 法人    ２ 個人 

市内事業所の所在地 富里市 

本 店 所 在 地 又 は 

個人事業主の住所 

 

資 本 金                円 

従 業 員 数                人 

主 た る 業 種 □卸売業 □小売業 □サービス業 □その他(     ) 

主 た る 事 業 内 容  

連 絡 先 電 話 番 号  

 

交付申請額及び請求額               円 

 

振込先口座情報（申請者名義） 

振込先 

金融機関名  支店名  

口座番号  区分 １ 普通 ２ 当座 

（フリガナ）  

口座名義人  

（裏面へ） 

 



誓約・同意事項 

 

私は、とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金を申請するに

当たり、下記の内容について、誓約します。誓約した内容と事実が相違すること

が判明した場合には、補助金の交付を受けられないことになっても意義はありま

せん。また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものと

します。 

記 

・申請要件を満たしており、内容に虚偽はありません。 

・支援金の受領後も、引き続き富里市内で事業継続の意思があります。 

・暴力団又は暴力団員ではありません。また、暴力団に関係する団体ではありま

せん。 

・公序良俗に反する事業内容ではありません。 

・本補助金の審査に当たり、必要な調査及び追加資料の提出に同意します。 

・申請内容を確認するため、富里市が所有する申請者の個人情報及び市税の納付

状況（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税、法人

市民税）を富里市が閲覧することに同意します。 

・対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、補助金を返還すること

に応じます。 

 

  年  月  日  

  

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の職氏名） 

※自署又は記名押印 

 

                  ㊞   

 

 

 

 

 



第２号様式（第７条関係） 

 

 指令第   号  

年   月  日  

 

           様 

 

 

富里市長         印   

 

 

とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰対策支援補助金交付（不交付） 

決定通知書 

 

年   月   日付けで申請のあったとみさと中小企業等エネルギー

価格等高騰対策支援補助金については、とみさと中小企業等エネルギー価格等高騰

対策支援補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり決定したので通知しま

す。 

記 

 

交 付 交付決定の額       円 

 

  ※虚偽の申請その他不正な手段により、補助金の交付決定を受け、補助金が交

付された場合は、補助金の返還を命ずることがあります。 

 

不交付 不交付の理由  

 


